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貸借対照表

（平成○○年３月３１日）

資産の部

Ⅰ 固定資産

１ 有形固定資産

土地 ＸＸＸ

建物 ＸＸＸ

減価償却累計額 ＸＸＸ ＸＸＸ

構築物 ＸＸＸ

減価償却累計額 ＸＸＸ ＸＸＸ

機械装置 ＸＸＸ

減価償却累計額 ＸＸＸ ＸＸＸ

工具器具備品 ＸＸＸ

減価償却累計額 ＸＸＸ ＸＸＸ

図書 ＸＸＸ

美術品・収蔵品 ＸＸＸ

船舶 ＸＸＸ

減価償却累計額 ＸＸＸ ＸＸＸ

車両運搬具 ＸＸＸ

減価償却累計額 ＸＸＸ ＸＸＸ

建設仮勘定 ＸＸＸ

････････････ ＸＸＸ

有形固定資産合計 ＸＸＸ

２ 無形固定資産

特許権 ＸＸＸ

借地権 ＸＸＸ

商標権 ＸＸＸ

実用新案権 ＸＸＸ

意匠権 ＸＸＸ

鉱業権 ＸＸＸ

漁業権 ＸＸＸ

ソフトウェア ＸＸＸ

････････････ ＸＸＸ

無形固定資産合計 ＸＸＸ

３ 投資その他の資産

投資有価証券 ＸＸＸ

関係会社株式 ＸＸＸ
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長期貸付金 ＸＸＸ

関係法人長期貸付金 ＸＸＸ

長期前払費用 ＸＸＸ

債券発行差金 ＸＸＸ

未収財源措置予定額 ＸＸＸ

････････････ ＸＸＸ

投資その他の資産合計 ＸＸＸ

固定資産合計 ＸＸＸ

Ⅱ 流動資産

現金及び預金 ＸＸＸ

未収学生納付金収入 ＸＸＸ

徴収不能引当金 ＸＸＸ ＸＸＸ

未収附属病院収入 ＸＸＸ

徴収不能引当金 ＸＸＸ ＸＸＸ

受取手形 ＸＸＸ

貸倒引当金 ＸＸＸ ＸＸＸ

有価証券 ＸＸＸ

たな卸資産 ＸＸＸ

医薬品及び診療材料 ＸＸＸ

前渡金 ＸＸＸ

前払費用 ＸＸＸ

未収収益 ＸＸＸ

････････････ ＸＸＸ

流動資産合計 ＸＸＸ

資産合計 ＸＸＸ

負債の部

Ⅰ 固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金等 ＸＸＸ

資産見返補助金等 ＸＸＸ

資産見返寄附金 ＸＸＸ

建設仮勘定見返運営費 ＸＸＸ

交付金

建設仮勘定見返施設費 ＸＸＸ

建設仮勘定見返補助金等 ＸＸＸ ＸＸＸ

長期寄附金債務 ＸＸＸ

長期前受受託研究費等 ＸＸＸ

長期前受受託事業費等 ＸＸＸ
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国立大学財務・経営セ ＸＸＸ

ンター債務負担金

長期借入金 ＸＸＸ

国立大学法人等債 ＸＸＸ

引当金

退職給付引当金 ＸＸＸ

追加退職給付引当金 ＸＸＸ

････････････ ＸＸＸ ＸＸＸ

長期未払金 ＸＸＸ

････････････ ＸＸＸ

固定負債合計 ＸＸＸ

Ⅱ 流動負債

運営費交付金債務 ＸＸＸ

授業料債務 ＸＸＸ

預り施設費 ＸＸＸ

預り補助金等 ＸＸＸ

寄附金債務 ＸＸＸ

前受受託研究費等 ＸＸＸ

前受受託事業費等 ＸＸＸ

前受金 ＸＸＸ

預り金 ＸＸＸ

短期借入金 ＸＸＸ

ＸＸＸ一年以内返済予定長期借入金

ＸＸＸ一年以内償還予定国立大学法人等債

未払金 ＸＸＸ

前受収益 ＸＸＸ

未払費用 ＸＸＸ

未払消費税等 ＸＸＸ

引当金 ＸＸＸ

････････････ ＸＸＸ

流動負債合計 ＸＸＸ

負債合計 ＸＸＸ

資本の部

I 資本金

政府出資金 ＸＸＸ

資本金合計 ＸＸＸ

Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金 ＸＸＸ
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損益外減価償却累計額（－） － ＸＸＸ

民間出えん金 ＸＸＸ

資本剰余金合計 ＸＸＸ

Ⅲ 利益剰余金（又は繰越欠損金）

前中期目標期間繰越積立金 ＸＸＸ

（何）積立金 ＸＸＸ

積立金 ＸＸＸ

当期未処分利益 ＸＸＸ

（又は当期未処理損失）

（うち当期総利益（又は当期総損失）ＸＸＸ）

利益剰余金（又は繰越欠損金）合計 ＸＸＸ

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ＸＸＸ

資本合計 ＸＸＸ

負債資本合計 ＸＸＸ

損益計算書

（平成○○年４月１日～平成○○年３月３１日）

経常費用

業務費

教育経費 ＸＸＸ

研究経費 ＸＸＸ

診療経費 ＸＸＸ

教育研究支援経費 ＸＸＸ

受託研究費 ＸＸＸ

受託事業費 ＸＸＸ

役員人件費 ＸＸＸ

教員人件費 ＸＸＸ

職員人件費 ＸＸＸ

････････････ ＸＸＸ ＸＸＸ

一般管理費 ＸＸＸ

財務費用

支払利息 ＸＸＸ

････････････ ＸＸＸ ＸＸＸ

雑 損 ＸＸＸ

経常費用合計 ＸＸＸ

経常収益

運営費交付金収益 ＸＸＸ
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授業料収益 ＸＸＸ

入学金収益 ＸＸＸ

検定料収益 ＸＸＸ

附属病院収益 ＸＸＸ

受託研究等収益 ＸＸＸ

受託事業等収益 ＸＸＸ

寄附金収益 ＸＸＸ

財務収益

受取利息 ＸＸＸ

有価証券利息 ＸＸＸ

････････････ ＸＸＸ ＸＸＸ

雑 益

財産貸付料収入 ＸＸＸ

（何）入場料収入 ＸＸＸ

物品受贈益 ＸＸＸ

････････････ ＸＸＸ ＸＸＸ

経常収益合計 ＸＸＸ

経常利益 ＸＸＸ

臨時損失

固定資産除却損 ＸＸＸ

災害損失 ＸＸＸ

････････････ ＸＸＸ ＸＸＸ

臨時利益

固定資産売却益 ＸＸＸ

（何）引当金戻入益 ＸＸＸ

････････････ ＸＸＸ ＸＸＸ

当期純利益 ＸＸＸ

目的積立金取崩額 ＸＸＸ

当期総利益 ＸＸＸ

キャッシュ・フロー計算書

（平成○○年４月１日～平成○○年３月３１日）

I 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 －ＸＸＸ

人件費支出 －ＸＸＸ

その他の業務支出 －ＸＸＸ

運営費交付金収入 ＸＸＸ
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授業料収入 ＸＸＸ

入学金収入 ＸＸＸ

検定料収入 ＸＸＸ

附属病院収入 ＸＸＸ

受託研究等収入 ＸＸＸ

受託事業等収入 ＸＸＸ

･･････････････ ＸＸＸ

補助金等収入 ＸＸＸ

補助金等の精算による返還金の支出 －ＸＸＸ

寄附金収入 ＸＸＸ

小計 ＸＸＸ

･･････････････ ＸＸＸ

国庫納付金の支払額 －ＸＸＸ

業務活動によるキャッシュ・フロー ＸＸＸ

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 －ＸＸＸ

有価証券の売却による収入 ＸＸＸ

有形固定資産の取得による支出 －ＸＸＸ

有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入 ＸＸＸ

施設費による収入 ＸＸＸ

施設費の精算による返還金の支出 －ＸＸＸ

国立大学財務・経営センターへの納付による支出 －ＸＸＸ

金銭出資による支出 －ＸＸＸ

･･････････････ ＸＸＸ

小計 ＸＸＸ

利息及び配当金の受取額 ＸＸＸ

投資活動によるキャッシュ・フロー ＸＸＸ

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 ＸＸＸ

短期借入金の返済による支出 －ＸＸＸ

国立大学法人等債の償還による支出 ＸＸＸ

国立大学法人等債の発行による収入 ＸＸＸ

長期借入金の返済による支出 －ＸＸＸ

金銭出資の受入による収入 ＸＸＸ

民間出えん金の受入による収入 ＸＸＸ

････････････ ＸＸＸ

小計 ＸＸＸ

利息の支払額 －ＸＸＸ
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財務活動によるキャッシュ・フロー ＸＸＸ

Ⅳ 資金に係る換算差額 ＸＸＸ

Ⅴ 資金増加額（又は減少額） ＸＸＸ

Ⅵ 資金期首残高 ＸＸＸ

Ⅶ 資金期末残高 ＸＸＸ

利益の処分に関する書類

（平成○○年○月○日）

I 当期未処分利益 ＸＸＸ

当期総利益 ＸＸＸ

前期繰越欠損金 ＸＸＸ

Ⅱ 利益処分額

積立金 ＸＸＸ

国立大学法人法第３５条において準用する ＸＸＸ

独立行政法人通則法第４４項第３項により

文部科学大臣の承認を受けた額

（何）積立金 ＸＸＸ

････････････ ＸＸＸ

････････････ ＸＸＸ ＸＸＸ ＸＸＸ

損失の処理に関する書類

（平成○○年○月○日）

I 当期未処理損失 ＸＸＸ

当期総損失 ＸＸＸ

（当期総利益） （ＸＸＸ）

前期繰越欠損金 ＸＸＸ

Ⅱ 損失処理額

（何）積立金取崩額 ＸＸＸ

･･････････ ＸＸＸ

積立金取崩額 ＸＸＸ ＸＸＸ

Ⅲ 次期繰越欠損金 ＸＸＸ
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国立大学法人等業務実施コスト計算書

（平成〇〇年４月１日～平成〇〇年３月３１日）

Ⅰ 業務費用

(1) 損益計算書上の費用

業務費 ＸＸＸ

一般管理費 ＸＸＸ

財務費用 ＸＸＸ ＸＸＸ

(2) （控除）自己収入等

授業料収益 －ＸＸＸ

入学料収益 －ＸＸＸ

検定料収益 －ＸＸＸ

附属病院収益 －ＸＸＸ

受託研究等収益 －ＸＸＸ

受託事業等収益 －ＸＸＸ

寄附金収益 －ＸＸＸ

・・・ －ＸＸＸ －ＸＸＸ

業務費用合計 ＸＸＸ

損益外減価償却相当額 ＸＸＸⅡ

Ⅲ 引当外退職給付増加見積額 ＸＸＸ

Ⅳ 機会費用

国又は地方公共団体の無償又は減額され ＸＸＸ

た使用料による貸借取引の機会費用

政府出資の機会費用 ＸＸＸ

無利子又は通常よりも有利な条件による ＸＸＸ ＸＸＸ

融資取引の機会費用

Ⅴ （控除）国庫納付額 －ＸＸＸ

Ⅵ 国立大学法人等業務実施コスト ＸＸＸ
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（重要な会計方針）

１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準

期間進行基準を採用している。

なお、退職一時金については費用進行基準を、また、プロジェクト研究の一部については

成果進行基準を採用している。

２．減価償却の会計処理方法

(1) 有形固定資産

定額法を採用している。

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としているが、主な資産の耐用年数は

以下のとおりである。

建 物 ○○～○○年

機械装置 ○○～○○年

・・・・・・・・・・・・

また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第８３）の減価償却相当額については、損

益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示している。

(2) 無形固定資産

定額法を採用している。

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（○年）に基

づいている。

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

（退職給付引当金を計上しない場合）

退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引

当金は計上していない。

厚生年金基金から支給される年金給付については、運営費交付金により厚生年金基金への

掛金および年金基金積立不足額に関して財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は

計上していない。

なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、基準

第３５に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上している。

（退職給付引当金を計上する場合）

職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上している。

過去勤務債務は、その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（○年）による

定額法により費用処理している。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の

平均残存勤務期間内の一定の年数（○年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理することとしている。

４．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 売買目的有価証券

時価法（売却原価は移動平均法により算定）

(2) 満期保有目的債券



- 10 -

償却原価法（利息法）

(3) 関係会社株式

移動平均法による原価法（持分相当額が下落した場合は、持分相当額）

(4) その他有価証券

期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

５．たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準 低 価 法

評価方法 移動平均法

ただし、医薬品及び診療材料については、平成○○年までの間、評価方法は最終仕

入原価法による。

６．債券発行差金の償却方法

債券発行差金は、債券の償還期間にわたって償却している。

７．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理している。

８．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法

(1) 国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法

近隣の地代や賃借料を参考に計算している。

(2) 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

１０年利付政府保証債の平成××年３月末利回りを参考に××％で計算している。

(3) 国等からの無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用の計算に使用し

た利率

１０年利付政府保証債の平成××年３月末利回りを参考に××％で計算している。

９．リース取引の会計処理

リース料総額が××円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係

る方法に準じた会計処理によっている。

また、リース期間の中途において契約を解除することができないオペレーティング・リー

ス取引の未経過リース料は以下のとおり。

(1) 貸借対照表日後一年以内のリース期間に係る未経過リース料○○千円

(2) 貸借対照表日後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料○○千円

10．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式による。

２ 附属明細書

(1) 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（ 第８３ 特定の償却資産の減価に係「

る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む ）の明細。

（単位：千円）
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期 首 当 期 当 期 期 末 減価償却累計額 差 引
資産の種類 当 期 末 摘 要

残 高 増加額 減少額 残 高 当期償 残 高
却 額

有形固定 建 物
資産（償
却費損益 構築物
内）

計

有形固定 建 物
資産（償
却費損益 構築物
外）

計

非償却資 土 地
産

有形固定 建 物
資産合計

構築物

計

無形固定 特許権
資産

借地権

計

その他の
資産

計

(2) たな卸資産の明細 （単位：千円）

当期増加額 当期減少額

種 類 期首残高 当期購入 その他 払出・振替 その他 期末残高 摘 要
・製造・
振替
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(3) 無償使用国有財産等の明細

区 分 種 別 所在地 面 積 構 造 機会費用の 摘 要
金 額

（ ） （ ）土 地 校舎敷地 －㎡ 千円

運 動 場 － 囲障を含む

用 水 路 側溝を含む

小 計

建 物 1号館校舎

研 究 棟

小 計

小 計

合 計

(4) ＰＦＩの明細 （単位：千円）

事業名 事業概要 施設所有形態 契約先 契約期間 摘 要

(5) 有価証券の明細

(5)－１ 流動資産として計上された有価証券 （単位：千円）

銘 柄 取得総額 時 価 貸借対照 当期損益に含 摘 要
売買目的 表計上額 まれた評価損
有価証券
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計

種類及び 貸借対照 当期損益に含 摘 要
満期保有 銘 柄 取得価額 券面総額 表計上額 まれた評価差
目的債権 額

計

貸借対照
表
計上額

(5)－２ 投資その他の資産として計上された有価証券 （単位：千円）

種類及び 貸借対照 当期損益に
満期保有 銘 柄 取得価額 券面総額 表計上額 含まれた評 摘 要
目的債権 価差額

計

純資産に 貸借対照 当期損益に
関係会社 銘柄 取得価額 持分割合 表計上額 含まれた評 摘 要
株 式 を乗じた 価差額

価額

計

種類及び 貸借対照 当期損益に その他有
その他 銘 柄 取得価額 時 価 表計上額 含まれた評 価証券評 摘 要
有価証券 価差額 価差額

計

貸借対照
表計上額

(6) 出資金の明細 （単位：千円）

会社名 主たる業務内容 期首残高 増加額 減少額 期末残高 摘 要
（ ）出資比率

（ ）％

（ ）％

計 － －
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(7) 長期貸付金の明細 （単位：千円）

当期減少額
区 分 期首残高 当期増加 期末残高 摘 要

額 回収額 償却額

関係会社長期貸付金

その他長期貸付金

○○貸付金

××貸付金

計

(8) 長期借入金の明細 （単位：千円）

区 分 期首残高 当期増加 当期減少 期末残高 平 均 利 率 返済期限 摘 要
（％）

計

(9) 国立大学法人等債の明細 （単位：千円）

銘 柄 期首残高 当期増加 当期減少 期末残高 利率 ％ 償還期限 摘 要（ ）

計

(10) 引当金等の明細

(10)－１ 引当金の明細 （単位：千円）

当期減少額
区 分 期首残高 当期増加額 期末残高 摘 要
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目的使用 その他

合 計

(10)－２ 貸付金等に対する貸倒引当金の明細 （単位：千円）

貸付金等の残高 貸倒引当金の残高
区 分 摘 要

期首残高 当期増加額 期末残高 期首残高 当期増加額 期末残高

○○貸付金

計

(10)－３ 退職給付引当金の明細 （単位：千円）

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要

退職給付債務合計額

退職一時金に係る債務

厚生年金基金に係る債務

未認識過去勤務債務及び未
認識数理計算上の差異

年金資産

退職給付引当金

(11) 保証債務の明細

期首残高 当期増加 当期減少 期末残高 保証料収益
区 分

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 金額

千円 千円 千円 千円 （千円）（ ） （ ） （ ） （ ）
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(12) 資本金及び資本剰余金の明細 （単位：千円）

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要

資本金

計

資本剰余 資本剰余金
金

施設費

運営費交付金

授業料

補助金等

寄附金等

目的積立金

計

損益外減価償
却累計額

民間出えん金

差 引 計

(13) 積立金の明細及び目的積立金の取崩しの明細

(13)－１ 積立金の明細 （単位：千円）

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要

計

(13)－２ 目的積立金の取崩しの明細 （単位：千円）
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区 分 金 額 摘 要

目的積立金取崩額

計

その他

計

(14) 業務費及び一般管理費の明細 （単位：千円）

教育経費

消耗品費 ×××

備品費 ×××

印刷製本費 ×××

水道光熱費 ×××

旅費交通費 ×××

通信運搬費 ×××

賃借料 ×××

車両燃料費 ×××

福利厚生費 ×××

保守費 ×××

修繕費 ×××

損害保険料 ×××

広告宣伝費 ×××

行事費 ×××

諸会費 ×××

会議費 ×××

報酬・委託・手数料 ×××

奨学費 ×××

減価償却費 ×××

貸倒損失 ×××

徴収不能引当金繰入額 ×××

雑費 ××× ×××

研究経費

消耗品費 ×××

備品費 ×××
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印刷製本費 ×××

水道光熱費 ×××

旅費交通費 ×××

通信運搬費 ×××

賃借料 ×××

車両燃料費 ×××

福利厚生費 ×××

保守費 ×××

修繕費 ×××

損害保険料 ×××

広告宣伝費 ×××

行事費 ×××

諸会費 ×××

会議費 ×××

報酬・委託・手数料 ×××

減価償却費 ×××

貸倒損失 ×××

徴収不能引当金繰入額 ×××

雑費 ××× ×××

診療経費

材料費

医薬品費 ×××

診療材料費 ×××

医療消耗器具備品費 ×××

給食用材料費 ××× ×××

委託費

検査委託費 ×××

給食委託費 ×××

寝具委託費 ×××

医事委託費 ×××

清掃委託費 ×××

保守委託費 ×××

その他の委託費 ××× ×××

設備関係費

減価償却費 ×××

機器賃借料 ×××

地代家賃 ×××

修繕費 ×××

機器保守費 ×××
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機器設備保険料 ×××

車両関係費 ××× ×××

研修費 ×××

経費

消耗品費 ×××

備品費 ×××

印刷製本費 ×××

水道光熱費 ×××

旅費交通費 ×××

通信運搬費 ×××

賃借料 ×××

福利厚生費 ×××

保守費 ×××

損害保険料 ×××

広告宣伝費 ×××

行事費 ×××

諸会費 ×××

会議費 ×××

報酬・委託・手数料 ×××

奨学費 ×××

職員被服費 ×××

貸倒損失 ×××

徴収不能引当金繰入額 ×××

雑費 ××× ××× ×××

教育研究支援経費

消耗品費 ×××

備品費 ×××

印刷製本費 ×××

水道光熱費 ×××

旅費交通費 ×××

通信運搬費 ×××

賃借料 ×××

車両燃料費 ×××

福利厚生費 ×××

保守費 ×××

修繕費 ×××

損害保険料 ×××

広告宣伝費 ×××

行事費 ×××

諸会費 ×××
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会議費 ×××

報酬・委託・手数料 ×××

減価償却費 ×××

貸倒損失 ×××

徴収不能引当金繰入額 ×××

雑費 ××× ×××

受託研究費 ×××

受託事業費 ×××

役員人件費

報酬 ×××

賞与 ×××

賞与引当金繰入額 ×××

退職給付費用 ×××

法定福利費 ××× ×××

教員人件費

常勤職員給与

給料 ×××

賞与 ×××

賞与引当金繰入 ×××

退職給付費用 ×××

法定福利費 ××× ×××

非常勤職員給与

給料 ××× ×××

賞与 ×××

賞与引当金繰入額 ×××

退職給付費用 ×××

法定福利費 ××× ×××

職員人件費

常勤職員給与

給料 ×××

賞与 ×××

賞与引当金繰入 ×××

退職給付費用 ×××

法定福利費 ××× ×××

非常勤職員給与

給料 ××× ×××

賞与 ××× ×××

賞与引当金繰入 ××× ×××

退職給付費用 ××× ×××
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法定福利費 ××× ××× ×××

一般管理費

消耗品費 ×××

備品費 ×××

印刷製本費 ×××

水道光熱費 ×××

旅費交通費 ×××

通信運搬費 ×××

賃借料 ×××

車両燃料費 ×××

福利厚生費 ×××

保守費 ×××

修繕費 ×××

損害保険料 ×××

広告宣伝費 ×××

行事費 ×××

諸会費 ×××

会議費 ×××

報酬・委託・手数料 ×××

租税公課 ×××

減価償却費 ×××

貸倒損失 ×××

徴収不能引当金繰入額 ×××

雑費 ××× ×××

(15) 運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

(15)－１ 運営費交付金債務の明細 （単位：千円）

当期振替額
交付年度 期首残高 交付金当 期末残高

期交付額 運営費交付 資産見返運 資本剰余金 小 計
金収益 営費交付金

合 計
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(15)－２ 運営費交付金収益の明細 （単位：千円）

業務等区分 Ⅹ０年度交付分 Ⅹ１年度交付分 Ⅹ２年度交付分 合 計

合 計

(16) 運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

(16)－１ 施設費の明細 （単位：千円）

左の会計処理内訳
区 分 当期交付額 摘 要

建設仮勘定 資本剰余金 その他
見返施設費

計

(16)－２ 補助金等の明細 （単位：千円）

当期振替額
区 分 当期交付額

建設仮勘定 資産見返 長期預り 摘 要
見返補助金 補助金等 資本剰余金 補助金等 収益計上

等

合 計

(17) 役員及び教職員の給与の明細 （単位：千円、人)

報酬又は給与 退職給付
区 分

支 給 額 支給人員 支 給 額 支給人員

役 員 （ ） （ ） （ ） （ ）
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教職員 （ ） （ ） （ ） （ ）

合 計 （ ） （ ） （ ） （ ）

(18) 開示すべきセグメント情報 （単位：千円）

区 分 附属病院 △△△ ○○○ ××× 合 計

業務費用

業務収益

運営費交付金収益

学生納付金収益

附属病院収益

外部資金

その他

業務損益

帰属資産

(19) 寄附金の明細

区 分 当期受入 件数 摘 要

千円 （件）（ ）

合 計

(20) 受託研究の明細 （単位：千円）

区 分 期首残高 当期受入額 受託研究等収益 期末残高

合 計
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(21) 共同研究の明細 （単位：千円）

区 分 期首残高 当期受入額 受託研究等収益 期末残高

合 計

(22) 受託事業等の明細 （単位：千円)

区 分 期首残高 当期受入額 受託事業等収益 期末残高

合 計

(23) 上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細
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